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 一般社団法人日本損害保険協会 関東支部 長野損保会（会長：関口泰久・東京海上日動火災保険株式会社 理

事 長野支店長）では、地震保険の付帯率(注)が県内でも特に低い、東信地域を中心に、地震等自然災害によ

る損害への経済的な備えの必要性を広く知っていただくため、地震や自然災害（風災、水災、雪災等）に備

える保険に関する啓発チラシ（「地震による損害を補償する損害保険」「自然災害により損害を補償する損害

保険」）を上田市に進呈することとし、2月19日に、土屋陽一市長との懇談会と進呈式を行いました。 

 （注）： 付帯率とは、当該年度中に契約された火災保険契約（住宅物件）に地震保険契約が付帯されている割合です。 

 

懇談会では関口会長から、今後、上田市と連携して近時の自然災害による損害は、頻発化・巨額化傾向に

あり、行政機関が被災者生活再建支援法等に基づき行う「公助」だけでは、生活の再建には不十分であり、

市民が、損害保険に加入するなどして、経済的な備えを自ら積極的に行う必要がある旨を説明しました。 

これを受け土屋市長から、啓発チラシ進呈に対する御礼とともに、自然災害による損害から市民を守るた

めに「自助」を積極的に行う必要があることに賛同し、今後、防災啓発活動等でこれらのチラシを活用して

いきたい旨の発言がありました。 

 

また、2023年度における長野県の地震保険の付帯率が全国平均の69.7％とほぼ同じ（69.8％）である一方

で、東信地域（上田市、小諸市、佐久市）の付帯率は、いずれも50％台半ば（上田市56.9％、小諸市55.9％、

佐久市55.6％）と低いことから、長野損保会が県と連携している信州地震等災害保険・共済加入促進協議会

でも、2024年度の活動方針において、地震保険による経済的な備えを強化していくべき優先地域として認定

し、これまで推進してきています。 

長野損保会では、今後も県庁、市役所等の行政機関と連携し、地震等の自然災害リスクと損害保険の必要

性を県民に訴え、事前の備えの促進に関する取組を行っていきます。 

＜啓発チラシ＞ 

  
 

 

地震等自然災害に備える損害保険の啓発チラシを進呈 

～2月19日に上田市役所で市長が出席した懇談会・進呈式を開催～ 



 

＜進呈式の概要＞ 

  
進呈した啓発チラシ（パネル） 

左（関口損保会長）右（土屋市長） 

土屋市長からの御礼の言葉等 

 

 


